




























時 間： ２００９年９月１９日（土） １５：３０－１７：３０ 
場 所： 京都大学経済学研究科第 3教室（法経東館 3階） 














                        2009 年 8 月 8 日 
京都大学上海センター協力会 副会長 大森經德 
 
皆様には、お変わりなくご健勝にてお過ごしのこととお慶び申し上げます。 
 早速ですが、昨年 5 月に京大経済学部及び京大上海センターが、西安交通大学公共政策・管理学院及
び同大学中国西部発展研究中心と学術交流協定を締結した際の、西安交通大学での記念講演の私の原稿









 この小論文は、2008 年 10 月に、西安交通大学の中国西部発展研究中心の過去 10 年間の活動の成果
の優秀論文集として中国語で公式に発刊・市販された「中国西部大開発 10 年研究論文集」に掲載され
ました。 
 又、この提言は、昨年の西安交通大学での講演・提言の前にも、私が 4 年前の 2005 年 5 月に在瀋陽















分し、年収 35 万ドル（約 3,200 万円）超の者は 39,6％＋1％＝40,6％、年収 50 万ドル超の者は
＋1,5％＝41,1％、年収 100 万ドル超の者は＋5,4％＝45％とする提案を発表しました。この最高
税率を 45％迄引上げる案では、必要財源１兆ドルの内、5,440 億ドル（約 54％）を賄うことが出










































付 Ｔhe Ｄaily ＮＮＡ〔中国総合版〕） 

















 従って、この解決策として、先ず第一は、例えば、社長報酬はその会社の大卒初任給の 10 倍とか
20 倍迄とする等の方法があります。（和歌山大学の李東浩准教授の 2009 年 6 月 20 日の中国経済学会
での報告によれば、中国では、経営者と従業員の収入格差は 14 倍以内との法律（2005 年成立）があ
るそうですが、実際には殆ど守られていない様です。日米等の民主主義国ではこの様な法律は無理で
しょうが、何らかの規制はあってよい、と思います。） 
 又、今中国では、平安保険馬会長への超高額報酬年俸 6,600 万元（約 10 億円、同社従業員の平均

















 最後に去る 5 月 6 日京大経済学部で、中国武漢大学経済・管理学院の教授方 5 人を迎え、第一セッシ
ョン「経済統合と格差」、第二セッション「貧困と社会政策」についての国際シンポジウムが行われま










                   
******************************************************************************************* 
ブレながら上昇する中国経済 
                                ２８．AUG．０９ 
美朋有限公司董事長 
   中小企業家同友会上海倶楽部代表 













































・中国の国家情報センターは、中国の０９年の GDP が景気回復の影響で、８％前後の伸びになると発表。 
・８／０１、中国交通銀行は、中国経済は今年下半期も回復基調が続き、通年では８．５％の成長を達成するとの
見通しを明らかにした。 
・８／０６、国家情報センターは、今年の GDP の伸び率については、８％の達成可能との予測を発表。 




・７／２０、四川省統計局は、今年上半期の同省の GDP は１３．５％成長と発表。 























































































































































































































































































































































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106.3 ▲23.0 ▲14.9   28.4 38.6 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2 月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1 月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノ
の貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
